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  令和元年６月２７日（木曜日）  午前１０時 開議 

 

    ～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～    

議事日程第３号 

    令和元年６月２７日（木曜日）午前１０時 開議 

 

      （総務文教常任委員長報告） 

日程第 １ 議第３５号 上山市行政不服審査法施行条例及び上山市固定資産評価審査委員会条例 

            の一部を改正する条例の制定について 

日程第 ２ 議第３６号 上山市市税条例等の一部を改正する条例の制定について 

日程第 ３ 議第３９号 上山市火災予防条例の一部を改正する条例の制定について 

 

      （産業厚生常任委員長報告） 

日程第 ４ 議第３７号 上山市介護保険条例の一部を改正する条例の制定について 

日程第 ５ 議第３８号 上山市医療給付条例の一部を改正する条例の制定について 

 

      （予算特別委員長報告） 

日程第 ６ 議第３３号 令和元年度上山市一般会計補正予算（第１号） 

日程第 ７ 議第３４号 令和元年度上山市介護保険特別会計補正予算（第１号） 

 

      （閉会中継続審査申出事件） 

日程第 ８ 常任委員会（総務文教、産業厚生）及び議会運営委員会の所管事務の調査について 

    （閉  会） 

 

                                             

本日の会議に付した事件 

 議事日程第３号に同じ 

 

    ～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～    

出 欠 席 議 員 氏 名 

出席議員（１５人） 

  １番   谷  江  正  照  議員    ２番   石  山  正  明  議員 

  ３番   佐  藤  光  義  議員    ４番   守  岡     等  議員 
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  ５番   髙  橋  要  市  議員    ６番   棚  井  裕  一  議員 

  ７番   尾  形  み ち 子  議員    ８番   長  澤  長右衛門  議員 

  ９番   川  口     豊  議員   １０番   中  川  と み 子  議員 

 １１番   神  保  光  一  議員   １２番   枝  松  直  樹  議員 

 １３番   川  崎  朋  巳  議員   １４番   髙  橋  義  明  議員 

 １５番   大  沢  芳  朋  議員 

 

欠席議員（０人） 

 

                                             

説 明 の た め 出 席 し た 者 

 

横  戸  長 兵 衛 市 長  塚  田  哲  也 副 市 長 

金  沢  直  之 
庶 務 課 長 
(併)選挙管理委員会 
事 務 局 長 

 冨  士  英  樹 市政戦略課長 

平  吹  義  浩 財 政 課 長  前  田  豊  孝 税 務 課 長 

土  屋  光  博 市民生活課長  鈴  木  直  美 健康推進課長 

鏡     裕  一 福 祉 課 長  齋  藤  智  子 子ども子育て課長 

鈴  木  英  夫 商 工 課 長  尾  形  俊  幸 観 光 課 長 

漆  山     徹 
農林夢づくり課長 
（併）農業委員会 
事 務 局 長 

 須  貝  信  亮 建 設 課 長 

秋  葉  和  浩 上下水道課長  武  田     浩 
会 計 管 理 者 
( 兼 ) 会 計 課 長 

佐  藤  浩  章 消 防 長  古  山  茂  満 
教 育 委 員 会 
教 育 長 

井  上  咲  子 
教 育 委 員 会 
管 理 課 長  遠  藤     靖 

教 育 委 員 会 
学 校 教 育 課 長 

渡  辺  る  み 
教 育 委 員 会 
生 涯 学 習 課 長  高  橋  秀  典 

教 育 委 員 会 
スポーツ振興課長 

板  垣  郁  子 
選挙管理委員会 
委 員 長  花  谷  和  男 

農 業 委 員 会 
会 長 

大  和     啓 監 査 委 員  舟  越  信  弘 
監 査 委 員 
事 務 局 長 
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事 務 局 職 員 出 席 者 

 

佐  藤     毅 事 務 局 長  鈴  木  淳  一 副 主 幹 

渡  邉  高  範 主 査  後  藤  彩  夏 主 任 

 

    ～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～    

 

開  議 

 

○大沢芳朋議長 出席議員は定足数に達してお

りますので、これより直ちに会議を開きます。 

 本日の会議は、お手元に配付いたしておりま

す議事日程第３号によって進めます。 

 初めに、本日の議事運営について議会運営委

員長の報告を求めます。 

 議会運営委員長川崎朋巳議員。 

〔川崎朋巳議会運営委員長 登壇〕 

○川崎朋巳議会運営委員長 おはようございま

す。 

 去る６月２５日、議会運営委員会を開き、本

日の議事日程第３号について協議いたしました。

その結果について御報告申し上げます。 

 初めに、付託事件の審査結果の報告でありま

すが、総務文教及び産業厚生常任委員長、続い

て予算特別委員長の順に報告を願い、それぞれ

議決することにいたしました。 

 最後に、各常任委員長及び議会運営委員長か

ら申し出のある来年６月３０日までの閉会中の

事務調査について議決することにいたし、今期

定例会を閉会することにいたしました。 

 議事日程の詳細は、お手元に配付のとおりで

あります。 

 議員各位の御協力をよろしくお願い申し上げ、

以上で報告を終わります。 

○大沢芳朋議長 お諮りいたします。 

 本日の議事運営は、ただいまの議会運営委員

長報告のとおり進めることに御異議ありません

か。 

〔「異議なし」と呼ぶ者あり〕 

○大沢芳朋議長 御異議なしと認めます。 

 よって、議会運営委員長報告のとおり進める

ことに決しました。 

 

  ～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～   

 日程第１ 議第３５号 上山市行政 

      不服審査法施行条例及び 

      上山市固定資産評価審査 

      委員会条例の一部を改正 

      する条例の制定について 

      外２件 

      （総務文教常任委員長報告） 

 

○大沢芳朋議長 日程第１、議第３５号から日

程第３、議第３９号までの計３件を一括議題と

いたします。 

 総務文教常任委員長の報告を求めます。 

 総務文教常任委員長佐藤光義議員。 

〔佐藤光義総務文教常任委員長 登壇〕 

○佐藤光義総務文教常任委員長 今期定例会に

おいて、総務文教常任委員会に付託されました

議案３件について、審査いたしました経過並び
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に結果について御報告を申し上げます。 

 最初に、議第３５号上山市行政不服審査法施

行条例及び上山市固定資産評価審査委員会条例

の一部を改正する条例の制定について申し上げ

ます。 

 本件は、工業標準化法の一部改正に伴い、必

要な改正を行うため提案されたものであります。 

 その内容は、日本工業規格について、データ

やサービス等への対象拡大など国際標準化の促

進を図る改正が行われ、法律の名称も産業標準

化法と改められるとともに、日本工業規格の名

称についても、日本産業規格と改正されたこと

から、第１条の上山市行政不服審査法施行条例

の一部改正及び第２条の上山市固定資産評価審

査委員会条例の一部改正について、各条例の手

数料を定める条項中、日本工業規格と表記して

いたものを日本産業規格に改めるもので、令和

元年７月１日から施行するとの説明を了承し、

本件は原案のとおり可決すべきものと決しまし

た。 

 次に、議第３６号上山市市税条例等の一部を

改正する条例の制定について申し上げます。 

 本件は、地方税法の一部改正に伴い、必要な

改正を行うため提案されたものであります。 

 その内容は、個人市民税については、令和元

年１０月からの消費税率引き上げによる影響を

軽減するため、住宅ローン控除について、令和

元年１０月１日から令和２年１２月３１日まで

の間に居住の用に供した場合に限り、適用期間

を入居後１１年目から３年延長し、建物購入価

格の２％の３分の１、もしくは住宅ローン年末

残高の１％のいずれか少ない金額を控除するほ

か、住宅借入金等特別控除に関する記載のある

申告書の提出期限を撤廃し、適用要件を緩和す

るものであります。 

 また、ふるさと納税については、制度の健全

な発展のため、令和元年６月１日以降寄附され

るふるさと納税の特別控除の対象を総務大臣が

指定したものに限られると定めるものでありま

す。 

 このほか、子どもの貧困に対応するため、個

人市民税非課税措置の対象を、これまで障がい

者、未成年者、寡婦または寡夫で前年の合計所

得が１３５万円以下の者としていましたが、児

童手当の支給を受けている児童の父または母の

うち、現に婚姻をしていない者、または配偶者

の生死が明らかでない者についても新たに対象

として加えるものであります。 

 また、軽自動車税については、種別割に係る

グリーン化特例の適用期限を２年延長し、平成

３１年４月１日から令和２年３月３１日までの

間に初回車両番号指定を受けた場合は令和２年

度に、令和２年４月１日から令和３年３月３１

日までの間に初回車両番号指定を受けた場合は

令和３年度に特例措置を適用するものでありま

す。このほか、対象を電気自動車等に限定し、

令和３年４月１日から令和４年３月３１日まで

の間に初回車両番号指定を受けた場合は令和４

年度に、令和４年４月１日から令和５年３月３

１日までの間に初回車両番号指定を受けた場合

は令和５年度に、それぞれ７５％の軽課率を適

用するものであります。 

 さらに、消費税率の引き上げに伴う特例措置

として、令和元年１０月１日から令和２年９月

３０日までの間に取得した自家用乗用車の環境

性能割の税率を１％分軽減するほか、条項等の

整理を行うものであり、公布の日から施行し、

平成３１年４月１日から適用するものでありま

すが、ふるさと納税に関する改正規定は令和元

年６月１日、現行の軽自動車税種別割に係るグ
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リーン化特例の期間延長については令和元年１

０月１日、市民税の申告、個人の市民税に係る

給与取得者及び公的年金等受給者の扶養親族等

申告書、市民税に係る不申告に関する科料に係

る改正規定については令和２年１月１日、さら

に、子どもの貧困に対応するための個人市民税

非課税措置の対象拡大については令和３年１月

１日、電気自動車等に限定した特例措置につい

ては令和３年４月１日とするものであります。 

 また、経過措置として、別段の定めがあるも

のを除き、ふるさと納税に関する事項及び非課

税範囲に関する事項の改正以外の個人市民税に

関する事項については、令和元年度以後分につ

いて適用し、平成３０年度分までの個人市民税

については、なお従前の例によるものでありま

す。 

 また、ふるさと納税に係る個人市民税の改正

規定については令和２年度以後の年度分につい

て適用し、令和元年度分までの個人市民税につ

いては、なお従前の例によるものであります。 

 さらに、個人市民税の別段の定めとして、ふ

るさと納税における「特例控除対象寄附金」及

び「送付」の定義に関する規定については、令

和２年度分の個人市民税に限定して適用するも

のであります。 

 このほか、個人の市民税の寄附金税額控除に

係る申告の特例等の改正については、改正後の

地方税法第３１４条の７第２項に規定するふる

さと納税について適用し、改正前に寄附された

ふるさと納税については、なお従前の例による

ものであります。 

 さらに、ふるさと納税に関する市民税の申告

に係る規定については、施行日の令和２年１月

１日以後に、令和２年度以後の年度分の個人市

民税に係る申告書を提出する場合に適用し、令

和２年１月１日前に当該申告書を提出する場合

及び令和２年１月１日以後に、令和元年度分ま

での当該申告書を提出する場合については、な

お従前の例によるものであります。 

 また、給与取得者の扶養親族等申告書の改正

規定については、令和２年１月１日以後に支払

いを受けるべき給与について提出する申告書に

適用するほか、公的年金受給者の扶養親族等申

告書の改正規定については、所得税法第２０３

条の６第１項に規定する公的年金等について提

出する申告書について適用するものであります。 

 また、個人市民税非課税対象の拡大に係る規

定については、令和３年度以後の年度分の個人

市民税について適用し、令和２年度分までにつ

いては、なお従前の例によるものであります。 

 さらに、固定資産税に係る規定については、

令和元年度以後の年度分の固定資産税について

適用し、平成３０年度分までについては、なお

従前の例によるものであります。 

 このほか、平成３１年４月１日から適用する

軽自動車税の税率及び賦課徴収に係る改正規定

については、令和元年度分の軽自動車税につい

て適用し、平成３０年度分までについては、な

お従前の例によるものであります。 

 また、環境性能割の非課税に関する規定につ

いては、別段の定めのあるものを除き、令和元

年１０月１日以後に取得された三輪以上の軽自

動車に対して適用するものであります。 

 このほか、令和元年１０月１日に適用する軽

自動車税種別割に係る改正規定については、令

和２年度以後の年度分の軽自動車税の種別割に

ついて適用するものであります。 

 また、令和３年４月１日に適用する規定につ

いては、令和３年度以後の年度分の軽自動車税

の種別割について適用し、令和２年度分までの
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種別割については、なお従前の例によるもので

あります。 

 さらに、都市計画税に関する改正規定につい

ては、令和元年度以後の年度分の都市計画税に

ついて適用し、平成３０年度分までについては、

なお従前の例によるとの説明を了承し、本件は

原案のとおり可決すべきものと決しました。 

 次に、議第３９号上山市火災予防条例の一部

を改正する条例の制定について申し上げます。 

 本件は、工業標準化法等の一部改正に伴い、

必要な改正を行うため提案されたものでありま

す。 

 その内容は、法改正に伴い日本工業規格とい

う名称が日本産業規格と改正されたことから、

避雷設備に関する条項中の「日本工業規格」を

「日本産業規格」に改めるものであります。 

 さらに、住宅用防災機器の設置及び維持に関

する条例の制定に関する基準を定める省令の一

部改正に伴い、スプリンクラー設備の要件につ

いて、「作動時間が６０秒以内」としていたも

のを「種別が１種」と改めるほか、住宅部分を

含む旅館、福祉施設等の建物で３００平方メー

トル未満の建物について、特定小規模施設用自

動火災報知設備が建物全体に設置されている場

合は、住宅用火災警報器の設置を免除する規定

を新たに設けるもので、公布の日から施行する

ものでありますが、避雷設備に関する改正規定

については、令和元年７月１日から施行すると

の説明を了承し、本件は原案のとおり可決すべ

きものと決しました。 

 以上で報告を終わります。 

○大沢芳朋議長 これより質疑に入ります。 

 質疑があれば発言を許します。 

〔「なし」と呼ぶ者あり〕 

○大沢芳朋議長 質疑はないものと認めます。 

 次に、討論に入ります。 

 通告がありませんので、討論はないものと認

めます。 

 よって、採決いたします。 

 総務文教常任委員長報告の議案３件は原案可

決でありますが、総務文教常任委員長報告のと

おり決することに御異議ありませんか。 

〔「異議なし」と呼ぶ者あり〕 

○大沢芳朋議長 御異議なしと認めます。 

 よって、総務文教常任委員長報告のとおり決

しました。 

 

  ～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～   

 日程第４ 議第３７号 上山市介護 

      保険条例の一部を改正す 

      る条例の制定について外 

      １件 

      （産業厚生常任委員長報告） 

 

○大沢芳朋議長 日程第４、議第３７号及び日

程第５、議題３８号の計２件を一括議題といた

します。 

 産業厚生常任委員長の報告を求めます。 

 産業厚生常任委員長中川とみ子議員。 

〔中川とみ子産業厚生常任委員長 登壇〕 

○中川とみ子産業厚生常任委員長 今期定例会

において、産業厚生常任委員会に付託されまし

た議案２件について審査いたしました経過並び

に結果について御報告申し上げます。 

 最初に、議第３７号上山市介護保険条例の一

部を改正する条例の制定について申し上げます。 

 本件は、介護保険法施行令等の一部改正に伴

い、必要な改正を行うため提案されたものであ

ります。 

 その内容は、第７期介護保険事業計画の期間



－８７－ 

である平成３０年度から平成３２年度までの各

所得区分における保険料率を規定している条項

について、本年１０月の消費税率１０％への引

き上げに合わせ、令和元年度及び令和２年度の

介護保険料に低所得者の負担軽減強化分を反映

させるもので、第２項において介護保険法施行

令第３８条第１項第１号に掲げる者の保険料率

を基準額の０．４５である３万２，８３２円と

する軽減措置の対象年度を平成３０年度分のみ

とし、第３項において令和元年度から令和２年

度までの保険料率を令第３８条第１項第１号に

掲げる者については、基準額の０．３７５であ

る２万７，３６０円、令第３８条第１項第２号

に掲げる者については、基準額の０．６２５で

ある４万５，６００円、令第３８号第１項第３

号に掲げる者については、基準額の０．７２５

である５万２，８９６円とする規定を追加し、

平成３１年４月１日から施行するものでありま

す。 

 なお、経過措置として、改正後の規定は令和

元年度分の保険料から適用することとし、平成

３０年度以前の年度分の保険料については、従

前の例によるものとするとの説明を了承し、本

件は原案のとおり可決すべきものと決しました。 

 最後に、議第３８号上山市医療給付条例の一

部を改正する条例の制定について申し上げます。 

 本件は、山形県医療給付事業補助金交付規程

の一部改正に伴い、必要な改正を行うため提案

されたものであります。 

 その内容は、未婚のひとり親については、地

方税法及び所得税法に規定する寡婦または寡夫

には該当せず、税法上の寡婦（寡夫）控除の対

象とならないものの、重度心身障がい児・者医

療及びひとり親家庭等医療においては、地方税

法及び所得税法に規定する寡婦または寡夫とみ

なして控除し、所得税額等を算定するため、別

表で定める対象者について地方税法中で「夫・

妻と死別し、若しくは夫・妻と離婚した後婚姻

をしていない者又は夫・妻の生死の明らかでな

い者で政令で定めるもの」とあるのを「婚姻に

よらないで母・父となった女子・男子であって、

現に婚姻をしていないもの」と読みかえて所得

税額を算定する文言を追加し、令和元年７月１

日から施行するものであります。 

 なお、経過措置として、改正後の規定は令和

元年７月１日以後に行われた療養に係る経費に

ついて適用するものと説明を了承し、本件は原

案のとおり可決すべきものと決しました。 

 以上で報告を終わります。 

○大沢芳朋議長 これより質疑に入ります。 

 質疑があれば発言を許します。 

〔「なし」と呼ぶ者あり〕 

○大沢芳朋議長 質疑はないものと認めます。 

 次に、討論に入ります。 

 通告がありませんので、討論はないものと認

めます。 

 よって、採決いたします。 

 産業厚生常任委員長報告の議案２件は原案可

決でありますが、産業厚生常任委員長報告のと

おり決することに御異議ありませんか。 

〔「異議なし」と呼ぶ者あり〕 

○大沢芳朋議長 御異議なしと認めます。 

 よって、産業厚生常任委員長報告のとおり決

しました。 

 

  ～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～   

 日程第６ 議第３３号 令和元年度 

      上山市一般会計補正予算 

      （第１号）外１件 

      （予算特別委員長報告） 



－８８－ 

 

○大沢芳朋議長 日程第６、議第３３号及び日

程第７、議第３４号の計２件を一括議題といた

します。 

 予算特別委員長の報告を求めます。 

 予算特別委員長棚井裕一議員。 

〔棚井裕一予算特別委員長 登壇〕 

○棚井裕一予算特別委員長 今期定例会におい

て、予算特別委員会に付託されました予算関係

議案２件について審査いたしました結果につい

て御報告申し上げます。 

 なお、全議員で構成する予算特別委員会であ

りますので、ここで再び審査の状況、経過等に

ついて詳細に述べることを省略させていただき、

後日、委員会記録により御承知いただきたいと

存じます。 

 議第３３号令和元年度上山市一般会計補正予

算（第１号）につきましては、県の補助事業を

活用した新たなワイナリー建設に対する支援や

ポーランド共和国からの国際交流員の配置に要

する経費等、早急に予算措置を必要とするもの

について補正したもので、歳入歳出それぞれ６，

２００万円を追加し、歳入歳出予算の総額をそ

れぞれ１４１億６，２００万円とする補正であ

り、採決の結果、原案のとおり可決すべきもの

と決しました。 

 次に、議第３４号令和元年度上山市介護保険

特別会計補正予算（第１号）につきましては、

令和元年１０月からの消費税率引き上げに伴い

低所得者の介護保険料が軽減されることから、

介護保険料を減額するとともに、一般会計から

の繰入金を増額する補正であり、採決の結果、

原案のとおり可決すべきものと決しました。 

 以上で報告を終わります。 

○大沢芳朋議長 これより質疑に入ります。 

 質疑があれば発言を許します。 

〔「なし」と呼ぶ者あり〕 

○大沢芳朋議長 質疑はないものと認めます。 

 次に、討論に入ります。 

 通告がありませんので、討論はないものと認

めます。 

 よって、採決いたします。 

 予算特別委員長報告の議案２件は原案可決で

ありますが、予算特別委員長報告のとおり決す

ることに御異議ありませんか。 

〔「異議なし」と呼ぶ者あり〕 

○大沢芳朋議長 御異議なしと認めます。 

 よって、予算特別委員長報告のとおり決しま

した。 

 

  ～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～   

 日程第８ 常任委員会（総務文教、 

      産業厚生）及び議会運営 

      委員会の所管事務の調査 

      について 

      （閉会中継続調査申出事件） 

 

○大沢芳朋議長 日程第８、常任委員会及び議

会運営委員会の所管事務の調査についてを議題

といたします。 

 ただいま議題といたしました件は、各常任委

員長及び議会運営委員長から、会議規則第１０

４条の規定により、お手元に配付いたしました

申出書のとおり閉会中における事務の調査につ

いて申し出があります。 

 お諮りいたします。 

 各委員長から申し出のとおり、閉会中の事務

の調査とすることに御異議ありませんか。 

〔「異議なし」と呼ぶ者あり〕 

○大沢芳朋議長 御異議なしと認めます。 
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 よって、各委員長から申し出のとおり、閉会

中における事務の調査とすることに決しました。 

 最後にお諮りいたします。 

 今期定例会において議決されました議案の中

で、条項、字句、数字、その他整理を要するも

のにつきましては、その整理を議長に委任願い

たいと思いますが、これに御異議ありませんか。 

〔「異議なし」と呼ぶ者あり〕 

○大沢芳朋議長 御異議なしと認めます。 

 よって、条項、字句、数字、その他整理を要

するものにつきましては、議長に委任すること

に決しました。 

 

  ～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～   

閉  会 

 

○大沢芳朋議長 以上で今期定例会の日程の全

部を終了いたしました。 

 これをもって第４９１回定例会を閉会いたし

ます。 

    午前１０時２６分 閉 会 
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